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１．はじめに 

 

既に6兆円を超えたネットショッピングの市場規模は

2014年度には12兆円に迫るとされており1) 、“都心と郊

外”という実空間内部の対立軸だけで都市の活性化を議

論する時代は、近く終焉を迎えると考えられる。とりわ

け、IT技術がもたらしたコンピュータネットワーク上の

仮想的な空間であるサイバー空間へと従来実空間が担っ

てきた購買行動などが代替されることで、街中での滞在

者を奪っていく可能性が指摘されている2)。一方、サイ

バー空間は新たなメディアとしての地位を確立すると同

時に、補完的な立場（ネット情報が街中へ出かけるきっ

かけとなる）から都市の活性化へと貢献している要素が

含まれることも事実である。このようなサイバー化（本

研究では、街中に人が滞留する要因となる街中での行為

を行動と定義すると伴に、実空間上での諸行動がサイバ

ー空間上へと代替することをサイバー化とする）の流れ

は都心・郊外に関わらず実空間全体へと今後大きな影響

を及ぼす可能性が高いにも関わらず、既存の都市・地域

計画においてはまだ何の配慮も行われていないのが実情

である。 

我々に今必要なのは、このように空間環境が大きく

変化する中で、来るべき時代に対応できる活力ある都市

の構築であり3)、またその実現のために実態の解明と対

応する分析ツールを準備しておくことである。そのため

にはサイバー空間による実空間の代替・補完関係をいか

に捉えるかということが、重要な課題であるといえる。

このようなIT技術の進歩に伴って発生する空間代替とそ

れに付随して発生する課題への言及は、何も今にはじま

ったことではない。IT技術の浸透が我々の空間利用を根

本的に変化させる可能性を指摘した初期の研究4)をはじ

め、地域性の崩壊を危惧する議論5)など、過去から枚挙

に暇がない。 

*キーワーズ：国土計画、地域計画、都市計画 

**正員、工博、筑波大学大学院システム情報工学研究科 

***正員、博（工）、岡山大学大学院環境学研究科    

****非会員、筑波大学大学院システム情報工学研究科 

（茨城県つくば市天王台1-1-1、TEL:029-853-5596、 

E-mail:tueda@sk.tsukuba.ac.jp） 

しかし、これら初期の研究も、現在ほど急激な社会

の“ネット化”は想定しておらず、特に現在の状況に対

する実証的な観点からの検討はその課題の大きさに比し

て圧倒的に不足している。今までに散見される研究とし

ては、その選択行動実態・要因を把握しようとした研究
2)6)7)8)や代替・補完関係にアプローチしようとした研究9)

などがあげられる。一方で、空間体系自体の変革から購

買行動の発生源である店舗側の移行実態を捉えようとし

た研究10)11)や情報源となるメディア側の移行実態に関す

る報告12)などの研究展開も見られるようになっているが、

代替・補完の実態に関しては、今だ十分に明らかにされ

ていない。 

主に商業活動を念頭においたこれら既存研究に共通

していることは、“どこで何を買っているか？”という

ことのみが興味の対象になっているということである。

都市づくりの観点にたてば、このような考え方は非常に

狭く、貧弱といわざるを得ない。購買行動をはじめとし

た街中での様々な“行動”は都市滞留行動（本研究では、

個人の街中での行動及び移動の集合体を都市滞留行動と

定義する）を介して街中全体の賑わいを生み出す源泉と

なっている。実際に購入を行うかどうかは別にして、街

中の実空間に人が滞留するということ自体、都市づくり

において一つの大きな意味のあることとして配慮される

必要があり、本研究もその視点にたつものである。 

 もちろん、都市での滞留行動についてはそれ自体が以

前より重要な都市研究の対象とはなってきた13)14)15)。し

かし、サイバー空間との対応の上で検討がなされるのは、

本論文が初めてのことである。なお、ネットサーフィン

などは、サイバー空間上での滞留行動として概念的に対

応づけることは可能であろう。ただ、それは実空間上で

の滞留行動と異なり、視覚的な賑わいを生むことは期待

できない。また、実空間とサイバー空間間での購買行動

の代替・補完関係を論じる際、都市滞留という観点から

は必ずしも購買目的に一対一対応するとは限らない点に

注意が必要である。すなわち、実空間で主たる購買目的

の“ついで”になされた滞留行動が、主たる購買目的の

サイバー化に“道連れ”にされて消滅してしまうという

点が、この課題を扱う上で避けては通れないキーポイン

トになると考えられる。このような特徴ある課題を的確



に描写するため、本研究では行動連鎖表（ある行動を主

目的として街中に出かけた際、その前後に連鎖的に付随

してどのような行動を街中で行っているかを確率として

表示した表）という汎用性の高い概念を新たに導入する。

実際の意識調査の結果をその分析の枠組みに適用するこ

とで、サイバー空間が購買行動をどう代替・補完するの

かを定量的に試算し、実空間における滞留行動への影響

について検討を加えることを目的とする。 

 

２．行動連鎖表の提案 

 

（１）都市滞留行動 

本研究における都市滞留行動の概念図を図－1に示す。

この図に示すように、街中での一連の都市滞留行動を構

成する各行動は、“街中へ出かける主目的となる行動”

とそれに“付随する行動”とに大きく分類することが出

来る。本研究では、このような街中へ出かける主目的と

なる行動を“アンカー”と定義すると伴に、付随する行

動を“フロート”と定義する。例えば、友人へのプレゼ

ントにCDを購入するために街中のCDショップへと訪問

した人が、時間にも余裕がありせっかく街中にもきたと

いうことで、ついでに面白い本がないか探しに本屋へと

訪問した場合、CDショップへの訪問はアンカーとなり、

本屋への訪問はフロートとなる。この際、アンカーやフ

ロートとなる行動においては、あくまで行動実施の有無

に着目し、その訪問によって実際に商品を購入したかど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うかは問わない。このように考えると、街中での都市滞

留行動はアンカーとなる行動を基軸にし、フロートとな

る行動が連鎖的に実施されていると捉えることができる。 

 

（２）行動連鎖表 

社会の産業構造を明快に表現する概念に産業連関表

がある。また、行動間の遷移関係を表現する代表的な手

法として、マルコフ過程があげられる16)。本研究では、

この産業連関表とマルコフ過程の両方の長所を参考にす

ることで、先述したような街中での行動間の連鎖関係を

表現するツールとして行動連鎖表を新たに提案する。 

具体的に、行動連鎖表を定式化したものを(式1)、行

動連鎖表を図－2に示す。行動連鎖表を横（行）方向に

見ると、各行動を主目的として街中に出かけた際、その

前後に連鎖的に付随してどのような行動を行っているか

が示されており、縦（列）方向に見ると、各行動がどの

ような行動を主目的として街中に出かけた際、その前後

に連鎖的に付随して行われているかがそれぞれ行動者数

の生起確率として示されている。 

なお、行動連鎖表はあくまで都市滞留行動における

行動実施の有無に着目したものであり、行動に関わる滞

留時間や消費額は考慮していない。また、行動連鎖表の

算出を行うにあたっては、都市滞留行動の実施場所の商

業立地特性が結果に影響を与える可能性もある。このた

め、本研究での一連の分析枠組み及びその分析結果に関

しては、上記の点に関して十分注意する必要がある。 

iijij nnX              （式１） 

ijX ：行動iを主目的とする際、付随して行動 jを行う

人の割合 

ijn ：行動iを主目的とする際、付随して行動 jを行う

人数 

in ：行動iを主目的とする人数 

 

（３）行動連鎖表の代替・補完関係分析への応用 

 a）アンカー値・フロート値の算出方法 

街中へ出かける主目的となる行動によって、どの程

度他の行動を付随させるかは当然異なってくる。そこで

本研究では、ある行動が他の行動をどの程度付随させて

いるのかを表すアンカー値を(式2)より算出する。また、

行動ごとに、他の行動を主目的として街中へ出かけた際

にその行動がどの程度付随して行われているかは異なっ

てくる。本研究では、ある行動が他の行動にどの程度付

随して行われているのかを表すフロート値を(式3)より

算出する。これら各指標値が大きい行動ほど、サイバー

空間との代替・補完が起こった際の都市滞留行動への影

響も大きいことになる。 
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図－１ 本研究における都市滞留行動の概念図 
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図－２ 行動連鎖表 
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iji XA            （式２） 

iA ：行動iを主目的とする際、付随して行う行動回数 
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i i
iiijj nnXF      （式３） 

jF ：付随して行動 jを行う人の割合 

 b）間接的な代替量・補完量の算出方法 

 街中に出かける主目的の行動がサイバー空間上へと代

替された際、その主目的に付随する行動も代替される。

本研究では、この際の主目的であった行動の代替を“直

接的な代替行動”、それに付随する行動の代替を“間接

的な代替行動”と定義する。また、街中に出かける主目

的として実空間上へと行動が補完された際、それに付随

して新たな行動も補完される。本研究では、この際の主

目的となる行動の補完を“直接的な補完行動”、それに

付随する行動の補完を“間接的な補完行動”と定義する。 

行動連鎖表を用いることで、各行動の直接的な代替

量・補完量を算出することに加え、(式4)及び(式5)から

間接的な代替量・補完量を算出することが可能となる。 

ij
i

ij XDSIS            （式４） 

jIS ：年間一人当たりの行動 jの間接的な代替量（回/

人・年） 

iDS ：年間一人当たりの行動iの直接的な代替量（回/

人・年） 

ij
i

ij XDCIC            （式５） 

jIC ：年間一人当たりの行動 jの間接的な補完量（回/

人・年） 

iDC ：年間一人当たりの行動iの直接的な補完量（回/

人・年） 

 

３．行動連鎖表を用いた代替・補完関係分析 

 

（１）サイバー空間を通じた購買行動の実態調査 

本章では、代替・補完による都市滞留行動への影響

を行動連鎖表を用い明らかにするため、独自にアンケー

ト調査を実施した。アンケート調査の概要を表－1に示

す。調査では、代替・補完経験の有無及びその頻度を調

査すると伴に、代替経験者に対して実際に代替された購

買行動（顕示選好（RP：Revealed Preference）データ）

を実空間上で実施していた際に、どのような都市滞留行

動を行っていたか調査した。具体的には最近接の代替時

に実施していた都市滞留行動を1サンプルに対して1つ、

その都市滞留行動の具体的な実施場所と伴に調査した。

実際に代替した購買行動を対象とすることで、都市滞留

行動への影響に関してより精度の高い分析結果が得られ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るように工夫を行っている。なお、サンプル一人ひとり

の代替頻度から求めた平均代替間隔に対して、代替間隔

が指数分布に従うとした際、調査時から最近接の代替時

の実施時期は約9割の者が1年以内となっている。また、

これら調査内容に加え、個人属性やIT利用状況、将来的

な代替可能性に関してもあわせて情報を収集した。 

調査方法に関しては、信頼性の高いデータを取得す

るため直接配布・直接回収とし、さらにアンケート会場

ではアンケート回答前に設問内容や回答方法に関して解

説すると伴に、随時質問に応対した。これにより、設問

に対して誤解なく回答してもらえるよう配慮している。 

また、調査は下記の3点より岡山大学の大学生及び大

学院生を対象に実施した。 

1)街中の賑わいという観点からは、代替・補完の関係が

最大限進展した際の検討を行う必要がある。学生な

どの若い世代はインターネット利用者の割合が高く17)、

このような若い頃からインターネットに慣れた世代

が、将来、全世代にわたるようになることで、代

替・補完の関係がさらに進展する可能性も考えられ

る。そこで本研究では、学生に着目することとした。 

2)加えて、この世代は中心市街地での滞留時間が長いこ

とも報告されている18)。街中の賑わいという観点から

は、代替・補完による影響がより顕著に現れる世代

を分析対象とする必要があり、その点でも適してい

ると考えられる。 

3)先述したように、行動連鎖表の算出を行うにあたって

は都市滞留行動の実施場所の商業立地特性が結果に

影響を与える可能性がある。岡山市は、岡山大学の

大学生を対象とした既存研究2)において、購買行動に

おける都市滞留行動の約8割が岡山市内で実施されて

いることが示されており、商業圏域として他の都市

から独立している。さらに、岡山市では大型の複合

商業施設など多様な店舗が集積している中心市街地19)

とロードサイド型の店舗が軒を連ねる郊外部といっ

た全く異なる商業立地特性を持つ地区を備えている。

このため、岡山市を調査対象地域とすることで、岡

調査対象

調査方法

配布部数

有効サンプル数

①個人属性 ②IT利用状況

220部（有効回収率96.9%）

岡山大学の大学生・大学院生

調査日
2008年12月15日（月）から28日（日）
2009年6月4日（木）

直接配布・直接回収：

回答前に設問項目や回答方法の解説を行うと

伴に、回答中は随時質問にも応対

③都市滞留行動の状況（実施場所・実施行動）
主な調査項目

227部

表－１ アンケート調査の概要 



山市の中心市街地と郊外部での商業立地特性の両方

を反映させた分析結果が得られると考えられる。 

なお、本調査では、代替経験を“ネットショッピン

グ実施により、街中に出かけなくて済んだ経験”として

調査した。具体的には、ネットショッピングで購入した

商品に対して、“ネットショッピングでその商品を購入

していなければ、その商品、もしくは代わりとなる商品

を購入するために、街中に出かけていたかどうか”を尋

ねることで、代替経験の実態を捉えた。つまり、例えば

ネット情報をきっかけにネットショッピングを行った場

合であっても、ネットショッピングで購入していなけれ

ば街中に出かけていたのであれば、代替経験に含まれる。

また、補完経験を“ネット情報により、今まで興味がな

かった商品に興味を持ち街中へ買物に出かけた経験”と

して調査した。さらに、調査を行う上での購買行動にお

ける対象商品に関しては、ネットショッピングに関する

既存調査20)の商品分類を参考に、①書籍・雑誌、②

CD・ビデオ・DVD、③コンピュータ・家電、④健康・

美容、⑤衣類、⑥日用雑貨・小物・アクセサリー、⑦食

品・飲料、⑧その他の8項目とした。特に、これら商品

分類においては、既存研究3)においてサイバー空間上で

の購買時における検索容易性（ネット上で道に迷わな

い）が異なるなど、商品項目間によって購買時の性質の

違いが指摘されており、ネットショッピングを扱う上で

の商品分類としては適していると考えられる。 

 

（２）代替・補完行動の実態 

まず、調査結果として代替・補完行動の実態を図－3

に示す。その結果、1)ネットショッピング経験有り： 

68.2%、2)ネットショッピング経験無し（商品検索有

り）：20.9%と全体の約9割の者がサイバー空間通して、

購買行動に何らかの影響が及んでいる可能性が考えられ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。また、サイバー空間を通して実空間上での購買行動

を代替した経験を持つ者が55.2%に上っている一方、補

完した経験を持つ者は26.6%に留まっていることが分か

る。しかし、代替経験者における直接的な代替量

5.15(回/人・年)を上回る量で補完経験者における直接的 

な補完量7.30(回/人・年)は浸透している。このため、補

完行動は一度経験すると複数回にわたって経験されるだ

けの要素を備えている可能性も考えられる。また、代替

は②CD・ビデオ・DVD、補完は①書籍・雑誌において

最も発生していることが分かる。 

 

（３）行動連鎖表の算出 

以上のような代替・補完行動の実態を踏まえた上で、

本研究では代替された購買行動が本来実空間上でどのよ

うな都市滞留行動を行っていたか調査することで行動連

鎖表の算出を試みた。なお、行動連鎖表は、街中へ出か

ける主目的となる行動が複数ある場合や購買行動以外の

場合（役所への訪問や映画館への訪問なども、サイバー

空間を通じ代替・補完される）も算出が可能である。し

かし、本研究は試論として、十分なサンプル数を確保す

ることを目的に、主目的となる行動が購買行動かつ単一

の場合のみを対象とし調査を行い、最終的に104サンプ

ルのデータを得た。また、本分析で使用した都市滞留行

動の具体的な実施場所を個別に確認した結果、全体の

58.4%が岡山市（中心市街地）、17.8%が岡山市（郊外

部）で実施されていた。岡山市以外を滞留行動の対象と

して選んだサンプルも存在するが、サンプルごとの詳細

な検討の結果、そのほとんど岡山市と類似の都市構造を

有する隣接した倉敷市の居住者であったため、それらの

サンプルもあわせて分析を実施している。 

これら都市滞留行動から算出した行動連鎖表を図－4

に示す。この結果から以下のようなことが考察できる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68.2%

55.2%

8.0%

26.6%

8.4%

20.9%

13.0%

13.3%

62.5%

10.9%

4.8% 11.7% 8.5%

5.8%

4.2%

3.9% 3.9%

2.1%

3.9%

2.7%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ネットショッピング
経験の有無

(N=220)

代替経験の有無*

代替割合(Pi)**

補完経験の有無***

補完割合(Qi)****

2)無し(商品検索有り)1)有り 3)無し(商品検索無し)

①書籍・雑誌

②CD・ビデオ・DVD

⑥日用雑貨・小物・アクセサリー

⑧その他

③コンピュータ・家電

⑤衣類

無し有り

無し有り

⑦食品・飲料④健康・美容

*代替経験：ネットショッピング実施により、街中に出かけなくて済んだ経験　**代替割合：最も最近代替した経験がある商品
***補完経験：ネット情報により、今まで興味がなかった商品に興味を持ち街中へ買物に出かけた経験　****補完割合：最も補完した経験がある商品

代替経験者における
代替量(S)：5.15（回/人・年）

補完経験者における

補完量(C)：7.30（回/人・年）

図－３ 代替・補完行動の実態 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)行方向に見ていくと、行動によって付随して行われる

行動が異なっていることが読み取れる。特に、⑤衣

類や⑥日用雑貨・小物・アクセサリーを扱う店舗へ

の訪問を主目的に街中へ出かけた場合、様々な行動

が付随して行われる様子がうかがえる。 

2)図－4には参考までに購買行動以外の行動についても

あわせて記載を行ったが、⑤衣類や⑥日用雑貨・小

物・アクセサリーを扱う店舗への訪問を主目的に街

中へ出かけた場合、それに付随して食事を行う人の

割合も高くなっている。 

3)列方向に見ると、①書籍・雑誌や⑤衣類を扱う店舗へ

の訪問が他の行動のついでに行われる場合が多いこ

とが読み取れる。 

4)一方で、⑦食品・飲料の購入は他の行動と連鎖する可

能性が低い。日常的な買物はあくまで日常的な買物

として比較的閉じた行動であるということが読み取

れる。 

5)また、これら行動連鎖表に用いた都市滞留行動に関す

る個別の回答内容を詳細に確認したところ、以下の2

点が明らかとなった。a)より多様な店舗が存在する地

区での都市滞留行動ほど、様々な行動をついでに実

施している傾向が見られた（例えば、②CD・ビデ

オ・DVDを扱う店舗への訪問を主目的とした場合、

商業施設が集積された岡山市（中心市街地）で実施

された都市滞留行動ほど、郊外部で実施された都市

滞留行動より様々な行動をついでに実施していた）。

しかし、b)同じ地区においても何を主目的に出かける

かによって、その影響は異なる可能性もあわせて確

認された（例えば、同じ岡山市（中心市街地）での

都市滞留行動であっても、⑤衣類を扱う店舗への訪

問を主目的とした場合、②CD・ビデオ・DVDを扱う

店舗への訪問を主目的とした場合よりも様々な行動

をついでに実施していた）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）行動連鎖表の応用 

a）アンカー値・フロート値の算出 

以上のように算出された行動連鎖表に対し、(式2)及

び(式3)を用いることで算出されたアンカー値の平均値

iA とフロート値の平均値 jF を中心とし、購買行動別

にアンカー値とフロート値をプロットしたものを図－5

に示す。 

算出の結果、購買行動のために街中へ出かけること

で付随して平均2.53回( iA )の行動が行われていることが

明らかになった。この算出結果に関しては、同種行動の

頻度を考慮していない（例えば、①書籍・雑誌扱う店舗

として、2店舗に付随して訪問したとしても、付随して

行った行動としては1回にカウントされる）。これは、

本研究の主旨である主目的と従目的の行動を被験者が判

断する上で、同種行動をどうカウントするかは判断の分

かれる所であり、その数値をこのようなアンケート調査

図－４ 行動連鎖表の算出結果 

40.0%-59.9%

なし

20.0%-39.9%

0.0%

60.0%-

0.1%-19.9%

凡例 )( ijX

※本研究では、データの制約上斜線部の算出は行っていない
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④
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⑦
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⑦食品・飲料
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街中を散
策する
(N=29)

公共施設
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②CD・ビデオ・
DVD(2.52,0.23)

④健康・美容
(3.75,0.16)

⑥日用雑貨・小物・

アクセサリー(3.31,0.36)

③コンピュータ・

家電(1.89,0.21)
⑦食品・飲料

(1.00,0.21)

⑤衣類(3.23,0.45)

①書籍・雑誌
(2.00,0.49)

ⅰ)他行動促

進・依存型行動

ⅲ)他行動依存

型行動

ⅳ)孤立型行動
ⅱ)他行動促進

型行動

(,)内：
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),( ji FA 53.2iA

30.0jF

図－５ 行動（①から⑦の商品を扱う店舗への訪問）
別：アンカー値とフロート値 



で正確に把握することは技術的に困難であることがその

理由である。このような同種行動を調査対象に含めなか

ったことによって、ここで得られた数値（2.53回）は実

際の数値よりやや小さめに算出されている可能性がある

ことに注意が必要である。つまり、この算出結果が意味

するところは、“少なくとも”平均2.53回の購買行動が

付随して行われていたということであり、付随行動数の

過大予測を避けるという観点からは“安全側”の数値と

なっている。また、各行動は平均0.3回( jF )の割合で他

の特定行動に付随して行われていることも明らかとなっ

た。 

また、諸行動はその滞留上の性格から大きく4つのパ

ターン、ⅰ)他行動促進・依存型行動（アンカー値及び

フロート値大きい）、ⅱ)他行動促進型行動（アンカー

値大きい・フロート値小さい）、ⅲ) 他行動依存型行動

（アンカー値小さい・フロート値大きい）、ⅳ)孤立型

行動（アンカー値及びフロート値小さい）に分類するこ

とができる。サイバー空間を通じた代替・補完による影

響は、これら分類によって異なることが考えられる。以

下では、都市滞留行動の促進という観点から行動分類別

に考察を加える。 

ⅰ)他行動促進・依存型行動 

⑤衣類、⑥日用雑貨・小物・アクセサリーを扱う店

舗への訪問が該当し、アンカー値及びフロート値が共に

大きい。つまり、サイバー空間上へと代替された場合、

一気に都市の衰退が顕在化する可能性を秘めていると伴

に、都市滞留の促進を検討する上で、最も重要な行動で

あるといえる。 

ⅱ)他行動促進型行動 

④健康・美容を扱う店舗への訪問が該当し、アンカ

ー値が大きく、フロート値が小さい。つまり、サイバー

空間上へと代替された場合、他の行動へ与える影響が大

きいことが考えられる。なお、④健康・美容を扱う店舗

への訪問は、女性が行っている割合が高いと考えられ、

より詳細な個人の属性にも着目していく必要がある。 

ⅲ) 他行動依存型行動 

①書籍・雑誌を扱う店舗への訪問が該当し、アンカ

ー値が小さく、フロート値が大きい。つまり、①サイバ

ー空間上へと代替された場合、他の行動に与える影響は

小さいが、他行動が代替したことの影響を強く受ける行

動である。街中への来訪者の総滞留時間を確保する上で

重要な行動であるといえる。 

ⅳ)孤立型行動 

③コンピュータ・家電、⑦食料品・飲料を扱う店舗

への訪問が該当し、アンカー値及びフロート値が共に小

さい。つまり、都市滞留行動において、他の行動との関

係性が非常に小さい行動群である。しかし、⑦食料品・

飲料を扱う店舗への訪問のように、他の行動と比べ行動

回数がそもそも多い行動もここには含まれており、総量

ベースで議論を行う場合は注意が必要である。 

 b）代替量・補完量の算出 

ここでは、(式6)及び(式7)よりそれぞれサイバー空間

を通じた購買行動（商品①から⑦を扱う店舗への訪問）

の直接的な代替量及び補完量を算出する（算出には図－

3、図－4、図－5で提示したデータを使用している）。

そして、(式4)及び(式5)に代入することで間接的な代替

量と補完量を算出する。 

ii PSDS              （式６） 

S：年間一人当たりの直接的な代替量（回/人・年） 

iP：直接的な代替行動に占める行動iの割合（代替割

合） 

ii QCDC              （式７） 

C：年間一人当たりの直接的な補完量（回/人・年） 

iQ ：直接的な補完行動に占める行動iの割合（補完割

合） 

なお、本分析ではデータの制約上、図－3中に示すよ

うに代替割合を最も最近代替した経験がある商品の割合、

補完割合を最も補完した経験がある商品の割合とし代用

している。また、ネット利用が十分に進展した際の状況

を想定するため、代替量は図－3中の1)ネットショッピ

ング経験有り、補完量は1)ネットショッピング経験有り

及び2)ネットショッピング経験無し（商品検索有り）と

回答した者を対象に一人当たりベースで算出している。 

算出された行動別の代替量及び補完量を図－6に示す。

その結果、まず全体的に代替量が補完量を上回ると伴に、

都市活性化を議論する上では直接的な代替量・補完量以

上に間接的な代替量・補完量の影響が大きいことが分か

る。また、行動によって代替と補完の状況が異なってい

る点も注意する必要がある。例えば、代替行動に着目す

ると、“①書籍・雑誌を扱う店舗への訪問”のように、

直接的な代替量以上に間接的な代替量が進展している行

動が存在する。その一方で、“②CD・ビデオ・DVDを

扱う店舗への訪問”のように、より直接的な代替量が顕

著な行動も存在する。 

この結果に都市政策上の対応を結びつけるとすれば、

街中での②CD・ビデオ・DVDを扱う店舗に足を持つ都

市滞留を守るためには、サイバー空間上での音楽や映像

のダウンロード規制といった直接的な対策が（その是非

は別として）効果があることを示している。その一方、

①書籍・雑誌を扱う店舗に足を持つ都市滞留を守るには、

単純にサイバー空間上での販売規制を行うだけではなく、

他の商品ジャンルの購買行動も含めた幅広い観点からの

対策が求められることを示唆する興味深い結果といえる。 

c）代替不可能と考える商品 

最後に、将来的にネットショッピングがより便利 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（手続きの簡略化、送料の無料化、セキュリティの向

上）になったとしても、代替不可能と考える商品につい

て図－7に示す。その結果、ネットショッピングが便利

になれば、代替不可能と考える商品は無いと回答した者

が26.3%であることが分かる。しかし、ネットショッピ

ングが便利になったとしても、商品によっては73.7%の

者は依然として代替不可能であると考えていることが分

かる。特に⑤衣類や⑦食品・飲料においてその結果は顕

著となっている。このような、代替不可能と考える要因

を調査した結果（複数回答）、“品質の良し悪しが分か

らない（71.9%）”が最も多く、次いで“大きさや色が

分からない（56.3%）”という結果が得られた。消費者

にとっては、実際に商品を手に取って確認したいという

意識が強く結果に反映されたといえる。 

以上の結果をこれまでの分析結果とあわせると、例

えば、代替することで都市滞留行動への影響が大きい⑤

衣類を扱う店舗への訪問であっても、将来的な代替可能

性は潜在的に低い可能性が示唆される。しかし、近年で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はネットショッピングであっても衣類を試着できるサー

ビス（例えば、試着用の衣類を配達してもらい、試着後

気に入れば購入する）を導入するオンラインショップも

見られるようになっている。今後のオンラインショップ

側のサービス向上によっては、代替不可能と考える商品

に対する消費者の見方が変化する可能性もあり、その動

向に関しては今後も注視していく必要があるといえる。 

 

４．おわりに 

 

 本研究の成果は以下のとおりである。 

1)IT技術の進展に伴う購買行動のサイバー空間移行に伴

う実空間での滞留現象に及ぶ影響を、簡便に計測す

るための分析の枠組みを試論として初めて提示した。 

2)そのための仕組みとして行動連鎖表という概念を提案

し、それを用いることで行動ごとにどの程度他の行

動を付随して発生させるか（アンカー）、どの程度

他の行動に付随するか（フロート）という基礎的な

直接的な補完量

間接的な補完量 直接的な補完量：2.18（回/人・年）

間接的な補完量：3.95（回/人・年）

訪問回数の代替量・補完量（回/人・年）
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0.00

1.00
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 図－６ 行動別：訪問回数の代替量・補完量の算出結果 

図－７ 代替不可能と考える商品 
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*

*代替不可能と考える商品：ネットショッピングが便利（手続きの簡略化、送料の無料化、セキュリティの向上）  になったとしても、
  これだけは街中で購入すると考える商品（最も該当する商品一つを回答）



数値分析を容易にできる枠組みを考案した。 

3)実際の行動に関するアンケート調査を通じ、行動連鎖

表を実際に作成した。この結果を用いることで、⑤

衣類や⑥日用雑貨・小物・アクセサリーを扱う店舗

への訪問が滞留行動への波及可能性が高いなどの事

実をはじめて明らかにした。 

4)購買行動は都市滞留を構成する上で大きく4つのパタ

ーンに分類できることを示し、そのうちⅰ)他行動促

進・依存型行動がサイバー空間に代替されることの

痛手が大きいことが示された。 

5)さらに、試算結果より実空間からサイバー空間への購

買行動の代替量はサイバー空間からの補完量を上回

っていることが示された。購買行動内容に応じてそ

の構成が異なっていることも同時に示され、行動ご

とにきめ細かな対策が求められることが新たに示さ

れた。 

なお、今回の検討はあくまで試論としての位置づけ

であるため、下記のような多くの興味ある課題もまだ残

されている。 

1)商業地選択モデルに関する従来研究においてもまだ達

成されていないが、同じ業種でも店舗によってその 

魅力度に大きな差が存在し、そのことが滞留行動に

も大きな影響を及ぼしていることをどのように分析

に反映するかという課題がある。実空間への政策展

開においては、この点に関する考慮が不可欠になる。 

2)論文中においても可能な範囲で触れたが、購買行動以

外を目的とした実空間での諸行動の追加配慮が今後

求められる。また、本論文では主たる購買目的が一

つの場合のみを対象としているが、これについても

仮定を現実に即して緩和していく必要がある。 

3)本研究で提案した行動連鎖表及びその一連の分析枠組

みは、都市滞留行動を構成する各行動の実施の有無

に対象を絞ったものである。今後は各行動における

滞留時間や消費額なども考慮した分析枠組みの拡張

が求められる。 

4)本論文では、空間環境を見る視点を、“都心 vs. 郊

外”の図式から、“実空間 vs. サイバー空間”の図式

へと転換する必要性を特に強調するものである。こ

のため実空間内部における配分の変化といった従来

からの問題は、新たな大きな問題の前においては些

少な問題として限られた紙数の中で興味の対象とし

ていない。ただ、現在において、実空間内部の配分

変化が市井の興味対象となっていることも事実であ

るため、それらの分析結果も別の機会において提示

していきたいと考えている。  

最後になったが、土木計画学研究発表会の講演に際

し、京都大学中川大教授、徳島大学近藤光男教授より有

益なコメントをいただいた。また、分析の実施において

は、財団法人テレコム先端技術研究支援センター（SCA

T）の研究助成を得た。記して、謝意を表する。 
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行動連鎖表を用いたサイバー化による都市滞留行動への影響分析* 
－購買行動の空間代替・補完関係に着目した試論－ 

谷口守**・橋本成仁***・植田拓磨**** 

   近年、IT技術の発展は購買行動におけるサイバー空間の役割を拡大させている。そのために実空間が受

ける影響は大きいと考えられるが、その実態は十分に明らかにされていない。本研究では、行動連鎖表と

いう新たな概念を導入することにより、購買行動の種類別にサイバー化が実空間の滞留行動に及ぼす影響

を定量化した。同時に分析にアンカー、フロートという概念を導入することにより、サイバー化による代

替効果は補完効果より大きく、都市滞留を損なうとともにその影響は購買行動の種類によって異なること

を明らかにした。 

Influence of Cyber Surfing on Urban Duration Evaluated by the Chain Reaction Matrix* 
- Are Real Space and Cyber Space Competitive or Complmentary?: Case of Shopping Behavior - 

By  Mamoru TANIGUCHI  **・Seiji HASHIMOTO *** ・Takuma UEDA **** 
Recently, development of information technology is expanding its roles to purchasing activities in 
cyber space. Therefore, it seems that shopping behavior in real space is being competed or 
complemented with cyber surfing. However, this topic is not clear enough. This study aims to clarify 
the influence of cyber surfing on urban duration considering chain reaction among activities. It is 
clarified that alternative quantity is relatively large compared with complementarity quantity, and 
the influence of competitive and complementarity differ among various shopping activities.  
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